
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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15 ○ D-4-1
大ケ口災害公営住宅整備
事業

大ケ口 町
地区名：大ケ口地区
60戸(戸建)

3/4 63,000 63,000 55,125

16 ○ D-4-2
屋敷前災害公営住宅整備
事業

屋敷前 町
地区名：屋敷前地区
40戸(集合)

3/4 42,000 42,000 36,750

19 ○ D-17-1
町方地区都市再生区画整
理事業（都市再生事業計
画案作成事業）

町方 町
・地区名：町方地区
・面　　積：64.3ha
・総事業費：574,790千円(うちH23年度：10,000千円、H24年度：564,790千円)

1/2 10,000 10,000 7,500

20 ○ ◆D-17-1
産業復興アクションプラン
作成事業

町方 町
本事業は、大規模な災害により被災した土地を土地区画整理を実施した後の土地利用は中心市街地等
を形成する。中心市街地での商業及び観光と農林水産業が連携した産業復興アクションプランの調査、作
成、実施監理のコンサルティング

4/5 3,000 3,000 2,400

21 ○ D-17-2
安渡地区都市再生区画整
理事業（都市再生事業計
画案作成事業）

安渡 町
・地区名：安渡地区
・面　　積：11.6ha
・総事業費：47,145千円(うちH23年度：13,618千円、H24年度：33,527千円)

1/2 13,618 13,618 10,213

22 ○ D-17-3
赤浜地区都市再生区画整
理事業（都市再生事業計
画案作成事業）

赤浜 町
・地区名：赤浜地区
・面　　積：5.4ha
・総事業費：39,838千円(うちH23年度：9,335千円、H24年度：30,503千円)

1/2 9,335 9,335 7,001

23 ○ D-17-4
吉里吉里地区都市再生区
画整理事業（都市再生事
業計画案作成事業）

吉里吉里 町
・地区名：吉里吉里地区
・面　　積：17.5ha
・総事業費：44,825千円(うちH23年度：11,624千円、H24年度：33,201千円)

1/2 11,624 11,624 8,718

24 ○ D-17-5
沢山地区都市再生区画整
理事業（都市再生事業計
画案作成事業）

沢山 町
・地区名：沢山地区
・面　　積：12.6ha
・総事業費：58,719千円(うちH23年度：5,565千円、H24年度：29,211千円)

1/2 5,565 5,565 4,173

30 ○ D-23-1
安渡地区防災集団移転促
進事業計画案作成事業

安渡 町
地区名：安渡地区
新港・港町、安渡各丁目臨海部の約380戸を地区内高台に移転する
防災集団移転促進事業に伴う調査費

1/2 17,100 17,100 12,825

34 ○ D-23-2
赤浜地区防災集団移転促
進事業計画案作成事業

赤浜 町
地区名：赤浜地区
赤浜地区低地部の約130戸を地区内高台に移転する
防災集団移転促進事業に伴う調査費

1/2 14,200 14,200 10,650

35 ○ D-23-3
吉里吉里地区防災集団移
転促進事業計画案作成事
業

吉里吉里 町
地区名：吉里吉里地区
吉里吉里地区低地部の約110戸を地区内高台に移転する
防災集団移転促進事業に伴う調査費

1/2 15,600 15,600 11,700

36 ○ D-23-4
浪板地区防災集団移転促
進事業計画案作成事業

浪板 町
地区名：浪板地区
浪板地区低地部の約40戸を地区内高台に移転する
防災集団移転促進事業に伴う調査費

1/2 8,800 8,800 6,600

合計額 213,842 213,842 173,655
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メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 大槌町 電話番号 0193-42-8714

都道県名 岩手県 担当部局名 大槌町復興局

（様式１－４①）
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